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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第102期

第３四半期連結
累計期間

第103期
第３四半期連結
累計期間

第102期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 279,902 295,880 373,209

経常利益 (百万円) 13,841 14,272 17,572

四半期(当期)純利益 (百万円) 7,130 7,263 8,203

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,942 5,229 6,810

純資産額 (百万円) 106,202 109,976 107,065

総資産額 (百万円) 294,613 303,510 285,939

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 22.96 23.40 26.42

潜在株式調整後１株当たり四半期(当
期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.4 35.5 36.7

　

回次
第102期

第３四半期連結
会計期間

第103期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 9.37 5.38

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第102期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業内容について重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態及び経営成績の異常な変動等又は、前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響で大幅に減退した生産活動に

対してサプライチェーンの復旧を行うなど生産や消費に持ち直しの動きが広がりました。しかしながら、

欧州経済の混乱からユーロ安が進行したことなどにより歴史的な円高となるなど、海外経済の弱さの影

響などがわが国の輸出や生産の減少にも繋がる状態となり本格回復までには至りませんでした。アジア

諸国や中国などの新興国の成長基調は緩やかながらも持続しておりますが、タイで発生した洪水の影響

もあり先行きは不透明な状況となっております。

このような経済情勢下、当社連結グループにおいては、物流事業分野では震災や円高の影響からお客様

の生産量、販売量が停滞したことなどにより既存分野では取扱量が伸び悩みましたが、３ＰＬ（一括物

流）などで新規作業を開始したこともあって事業全体の取扱量は伸びております。一方、機工事業分野で

は震災関連の復旧に関する工事を実施したこと、国内でメンテナンス事業の推進体制を強化したこと、ま

た海外で設備工事や保全作業が増加したこともあって事業全体の作業量は増加しております。

かかる事業環境に対して、当社連結グループは競争力のあるコスト構造を創り出すことにより、お客様

からのコスト削減要請への対応と売上拡大を図ることで、収益を生み出せる体質の更なる強化を推進し

ております。競争力強化のために原価率の低減と間接経費の削減を推進し、更なる収益体質の強化に取り

組んでおります。

また、売上拡大に向けての取り組みとして、お客様のアウトソーシングニーズに対応すべく、３ＰＬ、３

ＰＭ（一括メンテナンス）などの各事業分野の専門性を活かし、国内だけでなく海外での一層の競争力

強化と生産性・作業品質・安全品質の向上とコンプライアンスに取り組んで、グローバルな事業拡大に

向けた施策を積極的に展開しております。今年度は国際物流事業者としてＡＥＯ認定通関業者およびＡ

ＥＯ特定保税承認者の認定を受け、国際物流サービスの更なる向上に取り組んでおります。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は2,958億80百万円と前年同四半期比5.7％の

増収となりました。また、利益面においては営業利益が143億36百万円と3.1％の減益、経常利益は142億72

百万円と3.1％の増益、四半期純利益は72億63百万円と1.9％の増益となりました。

　
セグメントごとの業績は次のとおりであります。

① 物流事業

物流事業は、３ＰＬ新規作業を開始し、調達代行業務、震災・円高などの影響で増えた輸出入作業な

ど、ネットワーク物流業務や国際物流業務を中心に取扱量が増加しました。しかしながら、主要港では

コンテナ貨物の取扱いが減少した影響もあって港湾全体の作業量は伸び悩み、収益を下げた結果とな

りました。客先構内での当社作業量は、国内では鉄鋼、石油・化石関連などのお客様の生産量・販売量
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が震災や円高などの影響もあって減少しましたが、一方、海外では鉄鋼関連での作業量が増加しまし

た。

売上高は1,620億２百万円と前年同四半期比5.6％の増収、セグメント利益（営業利益）は37億12百

万円と前年同四半期比9.6％の減益となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間の売上高に占める割合は54.7％であります。

　

② 機工事業

機工事業は、国内では震災関連の復旧工事などを行ったことで設備工事の作業量を確保しましたが、

お客様の新規設備投資の圧縮が継続されており、大規模工事案件も減少するなど受注環境は厳しいも

のとなりました。保全作業はお客様の設備を安定操業させる為の需要は高く受注は堅調となりました

が、ＳＤＭ（大型定期修理工事）の工事規模は縮小しております。一方、海外では鉄鋼関連のお客様の

工場構内での設備解体・据付工事や整備作業などが増加し、石油・石化関連でのお客様設備の日常保

全やＳＤＭなどの作業も増加しました。

売上高は1,191億92百万円と前年同四半期比7.3％の増収、セグメント利益（営業利益）は98億60百

万円と前年同四半期比0.6％の僅かな減益となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間の売上高に占める割合は40.3％であります。

　

③ その他

その他は、震災復旧対応での機材賃貸などが増加しましたが、前年同四半期には大型建設工事の完成

があったことなどから工事量が減少しました。

売上高は146億86百万円と前年同四半期比4.4％の減収、セグメント利益（営業利益）は７億24百万

円と前年同四半期比6.0％の減益となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間の売上高に占める割合は5.0％であります。

　
(2) 財政状態の分析

① 流動資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は1,345億97百万円であり、前連結会計年度末に比べ

156億12百万円と13.1％増加しました。主な要因は、売上の増加に伴う受取手形及び売掛金の増加等に

よるものです。
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② 固定資産

当第３四半期連結会計期間末における固定資産は1,689億13百万円であり、前連結会計年度末に比べ

19億58百万円と1.2％増加しました。主な要因は、新規設備投資による有形固定資産の増加や新規出資

に伴うのれんの増加と投資有価証券の時価下落による減少等の差によるものです。

　

③ 流動負債

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は1,146億32百万円であり、前連結会計年度末に比べ

158億99百万円と16.1％増加しました。主な要因は、売上の増加に伴う外注費等の増加による支払手形

及び買掛金の増加や未払法人税等の増加等によるものです。

　

④ 固定負債

当第３四半期連結会計期間末における固定負債は789億２百万円であり、前連結会計年度末に比べ12

億39百万円と1.5％減少しました。主な要因は、投資等に係る長期借入金の増加、退職金支出に伴う退職

給付引当金の減少等の差によるものです。

　

⑤ 純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産は1,099億76百万円であり、前連結会計年度末に比べ29

億10百万円と2.7％増加しました。主な要因は、利益剰余金の増加、為替の変動による為替換算調整勘定

の減少、投資有価証券の時価下落によるその他有価証券評価差額金の減少等の差によるものです。

当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末を1.2ポイント下回る35.5％と

なっております。　

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社連結グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 326,078,030326,078,030
東京証券取引所
（市場第一部）
福岡証券取引所

単元株式数は、1,000株で
あります。

計 326,078,030326,078,030― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年10月１日
　～平成23年12月31日

― 326,078 ― 28,619 ― 11,936
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することができませんので、直前の基準日である平成23年９月30日の株主名簿により記載をしており

ます。

　

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式　 　15,066,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式　    1,839,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　  306,141,000306,141 ―

単元未満株式 普通株式　　  3,032,030― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 326,078,030― ―

総株主の議決権 ― 306,141 ―

(注)１．　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれ

ております。

２．　「単元未満株式」欄には、自己保有株式および相互保有株式が次のとおり含まれております。

当社 793株

山九重機工㈱ 508株

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

当社
北九州市門司区港町
６－７

15,066,000― 15,066,000 4.62

(相互保有株式) 　 　 　 　 　

山九重機工㈱
川崎市川崎区塩浜
４－13－１

1,839,000 ― 1,839,000 0.56

計 ― 16,905,000― 16,905,000 5.18

(注)　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株(議決権２個)あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

(１) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役専務取締役
　(財務、人事・労政、技術・システ
ム管掌兼財務担当ＣＦＯ)

代表取締役専務取締役
(財務、人事・労政、技術・シ

ステム管掌)
村上　喜一 平成23年10月１日

取 締 役
(財務、人事・労政、技術・システ
ム管掌兼財務担当ＣＦＯ付)

取締役兼常務執行役員
(財務担当ＣＦＯ)

井野　学 平成23年10月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,975 16,024

受取手形及び売掛金 89,822 ※1
 100,091

有価証券 1,723 1,704

未成作業支出金 1,898 2,697

その他のたな卸資産 1,246 1,277

その他 6,461 12,843

貸倒引当金 △143 △42

流動資産合計 118,984 134,597

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 52,292 51,098

土地 47,962 48,738

その他（純額） 19,702 20,819

有形固定資産合計 119,957 120,656

無形固定資産

のれん － 1,987

その他 6,099 6,537

無形固定資産合計 6,099 8,524

投資その他の資産

投資有価証券 17,660 15,624

その他 24,559 25,371

貸倒引当金 △1,321 △1,263

投資その他の資産合計 40,898 39,731

固定資産合計 166,955 168,913

資産合計 285,939 303,510
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 48,527 ※1
 54,847

短期借入金 26,726 19,888

コマーシャル・ペーパー － 10,000

未払法人税等 2,522 4,866

未成作業受入金 253 726

賞与引当金 2,410 2,807

その他 18,293 21,496

流動負債合計 98,733 114,632

固定負債

長期借入金 28,534 30,619

退職給付引当金 36,368 34,061

負ののれん 64 －

その他 15,173 14,220

固定負債合計 80,141 78,902

負債合計 178,874 193,534

純資産の部

株主資本

資本金 28,619 28,619

資本剰余金 11,943 11,943

利益剰余金 74,171 78,809

自己株式 △5,695 △5,711

株主資本合計 109,039 113,661

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,248 2,060

繰延ヘッジ損益 △283 △301

土地再評価差額金 △2,519 △1,755

為替換算調整勘定 △4,439 △6,021

その他の包括利益累計額合計 △3,994 △6,017

少数株主持分 2,020 2,331

純資産合計 107,065 109,976

負債純資産合計 285,939 303,510
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
　【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 279,902 295,880

売上原価 257,032 273,213

売上総利益 22,869 22,666

販売費及び一般管理費 8,079 8,330

営業利益 14,790 14,336

営業外収益

受取利息 305 360

受取配当金 307 477

その他 771 882

営業外収益合計 1,385 1,719

営業外費用

支払利息 874 693

その他 1,460 1,089

営業外費用合計 2,334 1,783

経常利益 13,841 14,272

特別利益

段階取得に係る差益 － 375

特別利益合計 － 375

特別損失

投資有価証券評価損 － 261

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 879 －

特別損失合計 879 261

税金等調整前四半期純利益 12,961 14,386

法人税等 5,656 7,004

少数株主損益調整前四半期純利益 7,304 7,381

少数株主利益 173 118

四半期純利益 7,130 7,263
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 7,304 7,381

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △725 △1,184

繰延ヘッジ損益 40 △17

土地再評価差額金 － 786

為替換算調整勘定 △631 △1,775

持分法適用会社に対する持分相当額 △45 39

その他の包括利益合計 △1,361 △2,152

四半期包括利益 5,942 5,229

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,830 5,262

少数株主に係る四半期包括利益 112 △33
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月1日  至  平成23年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

第２四半期連結会計期間より、株式の取得に伴い当社の子会社となった中央テクノ㈱を新たに連結の範囲に

含めております。また、持分法適用会社でありました上海経貿山九儲運有限公司への追加出資に伴い、同社及び

上海設備安装工程有限公司が子会社となり、それぞれを連結の範囲に含めております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

第２四半期連結会計期間より、上海経貿山九儲運有限公司を連結子会社としたため、持分法の適用範囲から除

外しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日  至　平成23年12月31日)

税金費用の計算

 
 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算しております。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

（1）会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

（2）法人税率の変更等による影響

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年

法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別

措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計

年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。この税率変更により、未払

法人税等は1,058百万円増加し、法人税等は同額増加しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

　１．偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

夢洲コンテナターミナル
㈱

1,306百万円
夢洲コンテナターミナル
㈱

1,440百万円

㈱ワールド流通センター 678  〃 ㈱ワールド流通センター 598  〃

従業員(住宅貸付) 529  〃 従業員(住宅貸付) 474  〃

小倉国際流通センター㈱ 320  〃 小倉国際流通センター㈱ 283  〃

青海流通センター㈱ 143  〃 その他(11社) 290  〃

上海経貿山九儲運有限公
司

670  〃 　 　

その他(９社) 231  〃 　 　

計 3,880百万円 　 3,086百万円
　

　　小倉国際流通センター㈱への保証320百万円に
ついては、その60％を鶴丸海運㈱および山田港
運倉庫㈱が保証しているため、実質の保証額は
40％相当額の128百万円であります。

　　小倉国際流通センター㈱への保証283百万円に
ついては、その60％を鶴丸海運㈱および山田港
運倉庫㈱が保証しているため、実質の保証額は
40％相当額の113百万円であります。

　

　

　２．※１　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形 ― 78百万円

支払手形 ― 2,110  〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれん及び負ののれんを除く無形固定資産に係る償却費を

含む。)並びにのれん及び負ののれんの償却額は、次のとおりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 8,288百万円 8,531百万円

のれん及び負ののれんの償却額 △32 〃 70 〃
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,800 9.0平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,799 9.0平成23年３月31日 平成23年６月30日

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 (単位:百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３物流事業 機工事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 153,404111,130264,53515,367279,902 ― 279,902

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

4,610 2,906 7,516 5,388 12,905△12,905 ―

計 158,014114,037272,05120,756292,808△12,905279,902

セグメント利益 4,106 9,924 14,031 770 14,801 △10 14,790

(注) １. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報システム、人材派遣、機材賃

貸、土建・建築工事等の関連サービスを実施しております。

２. セグメント利益の調整額△10百万円は、未実現利益調整額であります。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 (単位:百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３物流事業 機工事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 162,002119,192281,19414,686295,880 ― 295,880

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

4,312 2,712 7,025 4,758 11,784△11,784 ―

計 166,315121,905288,22019,444307,664△11,784295,880

セグメント利益 3,712 9,860 13,573 724 14,297 38 14,336

(注) １. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報システム、人材派遣、機材賃

貸、土建・建築工事等の関連サービスを実施しております。

２. セグメント利益の調整額38百万円は、未実現利益調整額であります。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 22.96円 23.40円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 7,130 7,263

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 7,130 7,263

普通株式の期中平均株式数(千株) 310,512 310,411

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年2月7日

山九株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    柴    田    良    智    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    増    村    正    之    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    上　　田　　知　　範    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山九
株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成23
年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31
日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包
括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山九株式会社及び連結子会社の平成23年12月
31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していない
と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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